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ドロップ・サイト・デイリー、６月１２日：合意が目前に迫る中、トランプ大統領がイラ
ンへの攻撃を中止；イスラエルがガザ難民のさらなる強制移住を命じる；郵便公社が郵便
投票用紙の配送停止を警告 

脇浜義明訳 

 

イランと停戦 

 ＊トランプ政権、計画していたイラン攻撃を中止：トランプ大統領は６月１１日、イランとの交渉が合意に近いとして、

３夜連続で予定していたイランへの空爆を中止した。 

・トランプ大統領は「イラン・イスラム共和国との協議がイラン指導部の最高レベルにまで持ち込まれて承認を得た

ので、米合衆国の大統領として、今夜から予定されていたイランへの攻撃と爆撃を中止する。協議内容と最終的な合

意事項は、概念としても詳細面においても、関係する当事者によって承認された」と、Truth Social に投稿した。そ

の数時間後、トランプ大統領は、ハルグ島とその他の石油施設を標的にして戦争をエスカレートさせると脅迫した。  

・その後、トランプ大統領はホワイトハウスで記者団に対し、「イランとの戦争に関して素晴らしい解決策を見出し

た…署名が完了次第、海峡は正式に開かれる。署名はもうすぐ、大変もうすぐ、恐らくヨーロッパ時間で週末になる

だろう」と述べた。  

・トランプは、４月７日に最初の停戦合意が署名されてからほぼ４０回も、合意が間近であると主張してきた。  

 ＊イランはまだ合意されていないと強調：イランは、米国との合意の覚書の草案作成には進展が見られるが、まだ最終

的合意に至っていないと言った。  

・イラン外務省のイスマイル・バガイ報道官は１１日、「草案の主要部分はほぼ出来上がっている」と述べ、「問題

は、米国の矛盾する姿勢が常にプロセスに混乱と妨害をもたらしてきたことだ」と不信感を表明した。 ・「彼らは

外交と交渉を語りながら、同時に武力、違法行為、犯罪行為を公然と行う」とバガイ報道官は付言した。「わが国の

意思決定プロセスは完全に明瞭である。関係当局が草案を細部にわたって精査する。イラン国民の利益に資する最終

結論になったら、直ちに公式に発表する。」 

 ＊合意案の詳細：イラン国営メディアは、合意覚書の条項の一部を報道したが、詳細はまだ確定しておらず、テヘランも

ワシントンも公式に確認していない。主な内容は以下の通り。  

・レバノンを含み、すべての戦線で即時・恒久的停戦。  

・３０日以内に米国の海上封鎖解除。  

・米国が地域における軍事プレゼンスを拡大しないという約束。 

・「核問題と制裁解除」を基本とする最終合意に向けて６０日間の交渉。  

・「イランが手配する体制に基づき」３０日以内にホルムズ海峡を再開通する。  

・最終交渉は、凍結されているイランの資金の半分が解除され、石油制裁が停止され、海上封鎖が解除されてから、

開始される。  

・イラン通信（IRNA）によると、「イランのミサイル計画と地域の抵抗勢力への援助に関する議論は、議題から完

全除外された」という。  

・６０日間の交渉期間では、現行の合意覚書で未解決になっている３つの問題、すなわちイランの平和的な核開発計

画の継続、制裁の解除、イランの被害に対する補償メカニズムについて協議される。  

・イラン通信によれば、「テヘランが覚書に署名すれば、凍結されているイランの資産の一部が直ちに解除され、残

りは段階的に解除される」という。  

・米国のイラン制裁問題は６０日間交渉の間に裁定されると見込み。  

・覚書には、核問題に関するイラン側の約束も、制裁解除に関する米国の約束も含まれていない。 

 ＊イラン、合意を踏まえて、ホルムズ海峡管理を明確化：イラン国営通信社は声明を発し、「西側メディアが流布してい

る内容と異なり、イランはホルムズ海峡の管理権を放棄する約束をしていない」と強調した。（詳しくは、Edna Mohamed 

& Caolan Magee, “Iran war live: Trump says US-Iran deal to be signed on Sunday”, Aljazeera, 13, Jun 2026 を参照されたい） 

https://www.aljazeera.com/news/2026/6/13/trump-says-iran-deal-to-be-signed-tomorrow-contradicting-iranian-official
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 ＊トランプ大統領、合意内容漏洩を非難：イラン国営メディアが合意内容を報じたことに対して、トランプ大統領は１２

日、その内容は不正確だと非難した。「イランがフェイクニュースに漏洩した内容は、書面で合意された内容とは全く無関

係だ」と、トランプ大統領は Truth Social に投稿した。「彼らの発言、合意に関する弱々しく情けない声明は、真実とは何

の関係もない。非常に不誠実な相手だ。彼らと誠意をもって交渉するなどありえない。」 

 ＊イスラエルは、トランプ大統領がネタニヤフ首相に、イスラエルの要求は合意の中で満たされると保証したと発表：

６月１１日夜のイスラエル首相府の声明によると、イスラエルはトランプ大統領が宣伝する合意覚書の当事者ではないが、

トランプ大統領はイスラエルの強硬姿勢の要求が満たされると保証したという。声明によれば、この合意には、「濃縮核物

質の撤去、濃縮施設の解体、ミサイル生産の制限、地域のイランの代理勢力への支援停止」が含まれる。  

・首相府は１２日にも同じような主旨の声明を発表し、「ネタニヤフがイスラエル首相である限り、イランに核兵器

を保有させない」と述べられ、「トランプ大統領とネタニヤフ首相はこの問題に関して完全に意見が一致している」

と記されている。 

 ＊レバノン議会のヒズボラ議員は、レバノンも合意の対象となるべきと主張：ヒズボラのハッサン・ファドララ議員は

１２日、イランと米国間の和平合意は、レバノン政府が受け入れるかどうかにかかわらず、レバノンを対象にすべきだと述

べ、レバノン政府のイスラエルとの直接交渉を厳しく批判した。「我々は国を犠牲にして譲歩ばかりしている政府を信用し

ない。いわんや、実行可能で議論の余地がある政治的選択肢が提示されていない状況ではおやである」と、ベイルートで行

われた追悼式典で述べた。 

 ＊イラン、米軍の攻撃に対し、「これまで以上に激しい報復」を警告：トランプ大統領が１１日にイランへの攻撃を中止

すると発表する前に、イランのハタム・アル・アンビヤ中央司令部は、米国による更なる攻撃に対して「これまで以上に厳

しい報復」をすると警告していた。「米国は一方で合意や交渉を語りながら、他方で悪事を働いている」と司令部声明は述

べている。ハタム司令部は米国に対し、「石油と天然ガスの輸出は世界のすべての人に行なわれるか、それとも誰も石油と

天然ガスを得られなくなるかのどちらかだと」と言った。 

 ＊イラン、非協力的タンカーに発砲：イラン軍情報筋がイラン国営放送 IRIB に語ったところによると、イラン革命防衛

隊は１２日、ホルムズ海峡をイランに連絡しないで通過しようとしていた石油タンカーに発砲した。シリク郡で聞こえた爆

発音はこの衝突に関連していると報じられた。 

 ＊イラン、米軍がタンカーを攻撃してインド人３人を殺害したことを非難：イラン外務省のバガイ報道官は１２日、オマ

ーン海峡でインド人乗組員が乗っていた商船タンカーを米軍が相次いで攻撃し、インド人３人が死亡したことを非難し、こ

れを「武装強盗と海賊行為」で、世界の海運と航行の自由を脅かすものと言った。 

 ＊イラン、クウエート空港のレーダーを攻撃：クウエート民間航空局は１２日、イランによるクウエート国際空港への攻

撃で、レーダーと航空交通管制設備が損傷し、負傷者が出たと発表した。 

 ＊ＵＡＥとイラン、戦争開始後初めて直接安全保障協議を行った：ブルームバーグによると、アラブ首長国連邦（UAE)

とイランの国家安全保障高官が今週直接出会って会談した。非公開の会談で、これは UAE がイラン政権の崩壊の可能性は

低いと判断して、緊張緩和を求めて行ったものと、ブルームバーグは報じている。UAE は、発展する AI とエネルギー投資

など主要な経済を守りたい必要があり、イランは、戦前はイランにとって最大の貿易パートナーであった UAE、さらに今

は制裁されている石油輸出の主要ルートであった UAE との関係を維持しようとしている。 

 ＊イラン、給水設備が攻撃された後１２時間以内に給水サービスを復旧：イランのWANA 通信によれば、米軍がシリク

郡の貯水・配水施設を攻撃した後、作業員が１２時間以内に大被害を受けた２つの貯水施設の給水サービスを完全復旧させ

た。この２つの貯水施設はクーヘスタク市とバマニ地区の２万人の住民に水を供給していた。 

  

レバノン 

 ＊イスラエル軍、南レバノン攻撃継続：イスラエル軍は１１日、南レバノンとベッカー渓谷で空爆、ドローン攻撃、砲

撃を繰り返し、少なくとも１２人が死亡した。また、南レバノンの戦略に重要な渓谷ワディ・スロウキ北部を「作戦上の支

配下」に置いたと発表した。イスラエルは、ヒズボラがその地からドローンやミサイルを発射したと非難している。 
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・ロリアン・トゥデイ紙によると、ベッカー渓谷西部のマシュガラへのイスラエル軍の空爆で２人が死亡に、近くの

ソフモルでも１人が死亡した。  

・ベッカー渓谷のカトラネ、アル・ティネ、ナフレでも空爆でそれぞれ１人が死亡した。  

・南レバノンでは、ジュワイヤでバイクへの攻撃で１人死亡、アッバシェで１人死亡、デイル・カヌーン・アンナハ

ルで２人死亡、ハビーシュで１人が死亡した。 

 ＊ヒズボラ、イスラエルへの軍事行動継続：ヒズボラは、戦闘員が１１日、南レバノンでイスラエル軍とその軍事拠点に

一連の攻撃を行ったと主張した。報道されたヒズボラの軍事行動は、ナクーラ近くの地中海沿岸から、この数日間イスラエ

ル軍が地上作戦を展開しているビント・ジュベイル、マルジャユーン、ナバティエ地区まで及んでいる。ヒズボラは、イス

ラエル軍のヘルメス４５０ドローン２機と交戦し、１機を撃墜、１機を撤退させたと発表した。また、ワディ・ハッサン方

面へ進軍するイスラエル軍部隊を戦闘員が待ち伏せ攻撃したと主張している。 

 ＊国連暫定軍平和維持兵２人が負傷：国連報道官は１２日、南レバノンのハリス村付近で物資輸送隊が攻撃され、マレ

ーシア人国連平和維持要員２人が軽傷を負ったと発表した。容体は安定している。攻撃犯人は特定されていない。また，デ

ュジャリック報道官は声明の中で、イスラエル軍の戦車がビント・ジュベイル近郊で別の国連輸送隊を攻撃したので、輸送

隊は迂回したと述べた。さらに、国連平和維持部隊は１０日、ビヤダ地区で多数のドローンの活動を目撃したという。 

 

パレスチナ 

 ＊イスラエル軍、病院の付近一帯を空爆、アル・マガジ難民キャンプで強制避難：イスラエル軍は１１日夕、ガザ回廊

中部のデイル・アル・バラフ市にあるアル・アクサ殉教者病院近くの民家を空爆した。  

・イスラエル軍は、アル・マガジ難民キャンプのいくつかの地域に強制退去命令を発令した。退去命令された場所に

は、学校、幼稚園、リハビリテーション・センター、市役所、難民キャンプの水源など、主要な民間施設がある。数

時間後、アル・マガジ難民キャンプは激しい砲撃を受け、強制退去命令された場所の建物が崩壊した。  

 ＊赤三日月社の医療従事者の１人が依然として行く不明：赤三日月社の発表によれば、１０日に強制的な形で行方不明と

なったパレスチナ赤三日月社の医療従事者２人のうち、１人が解放されて戻ってきたが、もう１人は依然として行方不明で

ある。イスラエルの支援を受け、イスラエルの下請けとして活動するパレスチナ暴力民兵団に拘束されていると見なされて

いる。赤三日月社は国際社会に、医療従事者の保護と解放を訴え、拉致の責任はイスラエルにあると非難した。 

 ＊ハマス、カイロでの協議は「前向き」に進展していると表明：ハマスは、カイロで行なわれているパレスチナ各派間の

協議が「前向きで建設的な形で」進展しており、トランプ大統領のガザ停戦案の第二段階の諸条項の実施の合意に向けて前

進していると述べた。「我々は、現交渉ラウンドの成功を確実にし、パレスチナ人民を守り、占領の目的と計画を阻止する

目的で、前向きで責任ある精神で、仲介者との会合を継続している」と、ハマスの政治局員で交渉団のメンバーが声明で述

べた。 

 ＊ハマスの共同創設者、イスラエル刑務所から釈放：占領地西岸地区のハマスの共同創設者で幹部であるハッサン・ユ

セフが１１日、イスラエルの刑務所から釈放された。７１歳になるユセフは、いわゆる「行政拘禁」という仕組みで裁判も

なしに２年以上拘束されていた。「行政拘禁」というシステムは、パレスチナ人を起訴や裁判なしに、理由もなく拘束し、

６か月ごとに更新して拘束延長できるシステムである。釈放されたユセフは、拘留中に健康が非常に悪化したため、直ちに

病院へ搬送された。 

 ＊グローバル・スムード船団参加者、依然としてリビアで拘束中：５月下旬、リビア東部で、ハリファ・ハフタルの民兵

組織と連携していると主張する武装グループに拘束されたグローバル・スムード船団の１０人は、少なくともあと３０日間

ベンガジで拘束されるという。ガザに向かう地上作戦に参加していた１０人は、医師、人道支援活動家、映画監督、ジャー

ナリストなどである。 

 ＊イスラエル、イスラエル批判をしたフランス人ジャーナリストの入国を拒否：AP 通信によれば、今週、フランス人ジ

ャーナリストのアリス・フルサールがイスラエル入国を拒否された。イスラエル・メディアは、フルサール入国拒否の理由

を、ラジオ・フランス・インターナショナルでガザ回廊と西岸地区のイスラエルの行動を批判したこと、イスラエルのパレ

スチナ人に対する政策を「アパルトヘイト」と表現したことなどを挙げている。パレスチナ当局は、入国拒否措置を、パレ
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スチナ自治区の出来事の真実をジャーナリストが伝えるの妨害する措置だと非難した。実際、イスラエルは、２０２３年１

０月以降、外国人ジャーナリストのガザ回廊への入域を拒否し続けており、ガザ回廊では少なくともパレスチナ人メディア

関係者やジャーナリストを２６０人殺害している。 

 

米国ニュース 

 ＊トランプ大統領、先に指名したビル・プルティに替えてマンハッタン連邦検事のジェイ・クレイトンを国家情報長官に

指名：トランプ大統領は、さきに情報分野での経験がない住宅金融局員のビル・プルティを国家情報長官代行に任命したこ

とに対し、超党派の議員が反発したので、ニューヨーク南部地区連邦検事で元証券取引委員会委員長のジェイ・クレイトン

を新たに国家情報長官に指名した。クレイトン（５９歳）起用は、ジョン・タトクリフCIA 長官の推薦によるもの。クレ

イトンの承認公聴会は６月１７日に予定されている。クレイトンはジェフリー・エプスタイン事件に関連する文書の審査の

多くを監督し、拉致されて米国に連れて来られたベネズエラのニコラス・マドゥロ大統領に対する訴訟を担当する事務所を

指揮した人物である。 

 ＊トランプ政権、移民を中央アフリカ共和国へ強制送還：ニューヨークタイムズ紙によると、トランプ政権は、イラン、

アフガニスタン、シリア、トルコ出身者など約２０人の移民を中央アフリカ共和国へ強制送還する準備を進めている。中央

アフリカ共和国は移民たちにとって個人的繋がりがなく、しかも、米国務省が武力紛争、犯罪、深刻な人権侵害を理由に

「渡航禁止」地域にしていることろである。強制送還の対象となっている２０人の中には犯罪歴のないイラン人女性が２人

いるが、裁判官は、帰国すれば追訴や拷問を受けるだろうと判断した。 

 ＊第７０２条監視権限の失効：下院は１１日、外国情報監視法第７０２条の３週間延期案を１９８対２１８で否決し

た。この条項は外国にいる米国人を令状なしで監視する権限を認めるものである。この権限は同日真夜中に失効した。民主

党議員の大多数は保守派共和党グループと一緒にこの法案を否決した。民主党は、トランプ大統領がビル・プルティの国家

情報長官代行任命を撤回しない限り、第７０２条項の延長に賛成しないと言っていた。（トランプは新しい長官に取り替え

た。上記参照） 

 ＊６１人の民主党議員が、ガザの癌患者の外国で治療を受けられるように国境通路を開放させるようにトランプ大統領

に要請：６１人の民主党下院議員がマルコ・ルビオ国務長官宛ての書簡に署名し、イスラエルが２０２３年以来再開を拒否

しているガザからの医療回廊を米政府の圧力で再開させるように要請した。  

・「癌の診断は死刑宣告となっている」と書簡には書かれており、ガザ回廊には緊急医療を必要とする患者が約１万

８５００人と癌患者が約１万１０００人いると指摘している。ジェームズ・マクガバン下院議員が、エド・マーキー

上院議員、マデリン・ディーン下院議員、マキシン・デクスター下院議員といっしょにその書簡を執筆した。マクガ

バンは、イスラエルが医療通路を開けてくれるのを待っている間に、６歳の白血病の男の子が死亡した事例を挙げて

いる。 

 ＊米国郵便公社、有権者名簿を連邦政府に知らせることを拒否する州では郵便投票を止めることを認める規則案を提

案：米国郵便公社は、有権者登録データを連邦政府に提供しない州では、郵便投票の配達をしないことを認める規則案を提

示した。民主党と投票権擁護団体は、この規則案は選挙への連邦政府の憲法違反の介入に当たると主張している。憲法によ

れば、州は連邦政府の介入を受けない権利を留保している。 

 ＊最高裁、アラバマ州の窒素ガスによる死刑執行を差し止め：最高裁は１１日、アラバマ州におけるジェフリー・リー

受刑者（４９歳）の死刑執行を差し止めた。第１１巡回控訴裁判所が、リー受刑者に対する窒素ガスを使った死刑執行は

「憲法違反の可能性が高い」とする地方裁判所の判決を是として、アラバマ州の緊急上訴を棄却した。裁判所の介入が異例

に遅いことに、クラレンス・トーマス判事、サミュエル・アリート判事、ニール・ゴーサッチ判事は反対意見を表明した。

目撃者の証言では、アラバマ州の過去の窒素ガス死刑執行では、受刑者の長時間の痙攣、激しい震え、喘ぎがあったとい

う。 

 ＊元国家情報長官アヴリル・ヘインズ、カーネギー国際平和財団理事長に就任：バイデン政権下で２０２１年から２０

２５年まで国家情報長官を務めたアヴリル・ヘインズがカーネギー平和財団に理事長に就任する。彼女は、イスラエルがガ

ザ・ジェノサイドを始めた最初の１５カ月間米国家情報長官を務めたので、イスラエルが米国製を使って虐殺しているの
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を、米国法及び国際法に基づいて評価する責任があった米高官の一人であった。また、２０２４年７月、大学のキャンパス

で戦争反対の抗議活動をする学生たちをイランの影響力工作に利用されていると発言して、人権団体から非難されたことも

ある。 

 ＊米政府、キューバ国営石油会社を制裁：米国はキューバの国営石油・ガス会社のキューバ石油連合に制裁を科し、そ

のため、今年初めに米国がキューバ制裁を強化して停電や燃料不足に苦しむキューバはさらなる危機に直面することにな

る。マルコ・ルビオ国務長官は、キューバ石油連合社が「数年前」に米国人所有者から資産を「不法に」取り上げたと非難

している。さらに、証拠を示さないで、キューバ指導者が二次市場で原油バレルを売って利益を得ていると述べ、国内では

エネルギー配給制にして「社会統制の手段」にしていると主張した。これに対し、キューバのブルーノ・ロドリゲス外相

は、ルビオ長官は「征服欲」と「大統領の座への野望」に駆られ、制裁措置を正当化しようと「卑劣な嘘」を並べていると

反論した。  

・マイアミ・デイド郡は１１日、ヴァンガード・エナジー社の地方事業税領収書（これは、実質的には、郡内の事業

許可書となる）を無効にした。理由として、同社がキューバ国営石油会社と取引をしたことを挙げ、それが米国のキ

ューバ制裁の違反になると主張した。 

 ＊アメリカン・アクスルの労働者、１０日間のストライキ闘争の後暫定合意に達し、２０３０年までに初任給を時給２２

ドルから３０ドルに引き上げ：ミシガン州スリーリバースにあるアメリカン・アクスルの工場で働く全米自動車労働組合

（UAW)の組合員約１０００人が１０日、会社との暫定合意に達した。合意によって、新規採用者の初任給はこれまで２２

ドルが上限だったが、それを出発点とし、２０３０年までに３０ドルに引き上げることが同意された。さらに、有給休暇の

日数の増加を勝ち取り、会社が提案していた医療保健に関する譲歩案を阻止した。既存従業員の賃金は直ちに時給３０ドル

に引き上げられる。UAW 第２０９３支部のピート・アダムス支部長は、この合意は組合の独立系部品・サプライヤー部門

における賃金記録を更新するものだと述べた。このストライキは９８％の賛成で批准された。労働者たちは６月７日の批准

前にピケをはり続け、GM の最も収益性の高い大型トラック製造に必要な車軸に在庫が２週間分しか残っていないという

状況が労働者側の交渉力を強めた。ストライキによってその在庫はほぼ底を突きかけていたからだ。詳しくは、Jane 

Slaughter, “American Axle Strikers Set toWin $30 by 2030”,Labor Notes,  June 11, 2026 を読まれたい。 

 ＊ユタ州の元裁判所職員２人、移民をICE から逮捕を逃れる手助けをしたとして、」連邦法違反で起訴された：ユタ州ロ

ーガン司法裁判所の元職員、ジェニファー・ジョマ（２７歳）とローレン・ケルシー・モロー（２６歳）は、６月３日に連

邦法違反で起訴された。当局によると、２人は移民数人を拘束を逃れるために裏口から逃走するのを手伝ったという。起訴

内容は、不法移民を庇って逃走に共謀したこと、公務執行妨害である。４月９日に ICE 職員が行政令状をもって裁判所へ

きて車の中で待機している間に、２人の事務職員が裁判所データベースを利用して、出廷予定者の中から永住権を持たない

人を選び出して、彼らを警備区域を通って裏口まで連れ出したと、当局が言っている。その後、ジョマは３人を車に乗せて

裁判所をで、しばらくして１人で戻ってきたという。 

 ＊スペースX のIPO でイーロン・マスクが世界初の兆万長者に：イーロン・マスクは、ロケット、衛星、AI 企業のスペ

ース X が１２日にウォール街で新規株式公開（IPO)を行い、１株１３５ドルで上場したために、帳簿上だが、世界初の兆

万長者となった。IPO によりスペース X の時価総額は約１兆７７００億ドルとなり、利益が出ていないにもかかわらず、

世界で最も価格の高い企業の一つとなった。マスクの資産の大部分はスペース X にあり、彼は約８６６０億ドル相当の株

を保有している。ロイター通信は「テスラの株とその他の資産を加えると、１２日にスペースX の株取引が開始される時

点で、マスクの純資産は１兆１０００億ドルを超えるだろう」と報じている。  

・エリザベス・ウォーレン上院議員（マサチューセッツ州民主党）は１０日、証券取引委員会のポール・アトキンス

委員長に書簡を送り、スペース X の株式売却に関して調査するように要請した。ウォーレン議員は、スペース X の

企業価値評価額は前例がなく、正当化するには「多くの飛躍的推論」が必要だと言った。また、スペースＸの「非伝

統的なガバナンス構造」がマスクに「前例のないレベルの権力」を与えていると述べた。 

 

その他の国際ニュース 

https://labornotes.org/2026/06/american-axle-strikers-set-win-30-30
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 ＊即応支援部隊（ＲＳＦ）のドローンがエル・オベイドを夜間攻撃、少なくとも１６人が死亡：スーダン・トリビューン

紙によると、ＲＳＦのドローンが１１日早朝、北コルドファン州エル・オベイドのいくつかの地区を攻撃し、少なくとも１

６人を殺害し、数十人を負傷させた。エル・オベイドの住民は、今回の爆撃はスーダン内戦勃発以来、自分たちの市を襲っ

た最も死傷者が多いものだと言った。最近の情報報告では、エル・オベイドの周辺にＲＳＦの戦闘員が前例のない規模で集

結しているらしいと示唆され、同市制圧のために大規模な地上攻撃が懸念されている。  

・一方、緊急弁護士団人権グループによると、１１日のスーダン軍のドローン攻撃で、北コルドファン州ソダリ地区

で、少なくとも１人の民間人が死亡し、１人が負傷した。ソダリ地区では過去１０日間で約３８人の民間人が死亡し

ている。スーダン軍は過去２週間、ソダリ地区とハムラト・アッシェイフ地区でドローン作戦を強化している。これ

らの地域はダルフール地方に隣接しており、現在は RSF が支配している。 

 ＊タリバンの軍、ヘラートで抗議デモに発砲：AP 通信によると、アフガニスタン西部ノヘラート市で９日、デモに対し

タリバン部隊が発砲し、暴行を行った。７０～８０人のデモで、「教育、労働、自由」と叫びながら、ヒジャブ着用違反で

女性を逮捕したことに抗議していた。国連の発表では、この数日間でタリバン風紀警察がヘラートで約３０人の女性と少女

を拘束した。 

 ＊南スーダンの汚職の告発者がナイロビで拉致サレ、ジュバへ連行されたと、妻が訴える：南スーダンの高官たちの汚職

疑惑をジャーナリストや外交官たちに知らせていたケニヤ国籍のアソルベイ・アル・カダフィー・ディットは９日早朝、ナ

イロビで覆面をした武装集団に捕らえられテ、ジュバへ連行されたと、彼の妻が警察に届けたと、ロイター通信が報道し

た。「夫がジュバのどこで拘束されているか分かりません。夫の健康と置かれている状況について心配しています」と妻は

語った。アムネスティ・インターナショナルは、彼が南スーダンへ強制送還されるのは「生命への深刻な脅威」となると述

べた。 

 ＊トルコ、大規模海軍演習を実施：トルコは黒海、エーゲ海、東地中海、マルマラ海で大規模な海軍演習を行っている。

近年では最大の演習である。デニズクルドゥＩＩ（海の狼ＩＩ）と呼ばれるこの演習には、実弾ミサイル発射実験、潜水艦

作戦、水陸両用作戦訓練が含まれる。これは、東地中海におけるギリシャとキプロスとの海上緊張、それらの国とイスラエ

ルとの戦略敵連携強化の背景のもとで実施されている。 

 ＊ウクライナとロシア、ドローン攻撃の応酬：ウクライナとロシアは１１日夜から１２日朝にかけてドローン攻撃を応酬

しあった。ウクライナは、ニジネカムスクにあるロシア最大のタトネフチ社傘下のタネコ社の施設とミサイルの固体燃料製

造で使われる合成ゴム工場を含む、タタルスタン共和国の石油精製所２か所を攻撃した。ロシアは、ウクライナのスムイ州

の鉄道駅、電気信号所、変電所を攻撃し、少なくとも鉄道作業員１人が死亡した。国境地帯のブリャンスクではウクライナ

軍の攻撃で２人が死亡、１０人が負傷した。ウクライナ南部の都市ミコタイウでは３人が負傷、１４棟の建物が損壊した。 

 ＊米国、NATO への軍事資産を削減：ニューヨークタイムズ紙によると、トランプ政権は欧州におけるNATO 軍に割

り当てていた米軍の能力を大幅に削減する計画である。この変革案では、欧州防衛任務につく米軍戦闘機、空中給油機、レ

ーダー機器の数を減らすのに加え、空母や潜水艦などの海軍の資産も削減する計画だ。 

 ＊中国、スパイ容疑で米国人学者を拘束：中国当局は、米国とミャンマーの二重国籍を持つ著名なミャンマー人学者、

ウ・ミン・ジンをスパイ容疑と国家安全保障を脅かした容疑で逮捕したと発表した。中国外務省は、ミン・ジンを刑事拘禁

下に置き、在広州米国領事館に正式通知したと発表したが、容疑の根拠については詳細を明らかにしていない。 

 ＊韓国、尹元大統領に、北朝鮮へ無人機を侵入させたことで懲役３０年の判決：ソウル地裁は、尹元大統領に、２０２

４年の北朝鮮への軍用無人機侵入を画策した罪で、懲役３０年の判決を下した。検察は、この侵入は安全保障上の危機を引

き起こし、後の戒厳令布告への道を開くためのものだったと主張している。ソウル中央地方裁判所は、尹被告が当初から作

戦を共謀していたと判断し、敵国を援助したことと権力乱用の罪で有罪判決を下した。 

 

 

 


